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林業イノベーションの推進

資料４
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林業における作業工程と現状

1

• 林業には、①森林境界の明確化や資源量の把握、②伐倒・造集材等の木材生産や木材の流通・販売、③植栽、下刈り等による森林資源の
再造成といった作業工程が存在。

• 森林情報の把握や森林資源の造成に係る作業の多くは人力が基本であり、多くの労力と費用がかかる。木材生産段階の機械化は進んでい
るが、チェーンソー伐倒など人による作業が残っており、木材価格に占める生産・流通コストの割合は依然として高い。

■森林調査等に係る労力 ■ 林業労働災害の特徴

森林資源の把握

森林資源の造成

作業の労力 １ha当たり

集約化に係る労力※１ 0.82人日

森林調査に係る労力※2 2.71人日

植え付け 下刈り

〇造林初期費用

※1 農林中金総合研究所
※2 林野庁業務資料
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下刈り植付苗木代地拵え 180万円

（万円/ha）

•利用期にある森林から、立木を伐倒・造
集材。

•植栽、下刈り等により森林を造成。

79%

21%

〇造林初期費用に占める人件費の割合

人件費

その他経費

※ 林野庁業務資料

• 造林には人
手がかかり、
費用の約８割
は人件費。

• 省力化が低コ
ストの鍵。

• 施業集約化に向けた境界明確
化や森林調査には多大な労力。

• 木材価格の内訳は、生産・
流通コストの占める割合が
依然として高い。

高
い
生
産
・流
通
コ
ス
ト

■造林作業に係る費用・労力 ■ 木材価格のコスト内訳

•森林境界の明確化、立木本数・蓄積など
の資源量の把握。

•木材を検収し、本数や丸太材積を把握。

•山土場や市場での選別等を経て、製
材・合板工場等へ納材。

未だ多くの作業を人力に依存 更なる効率化が必要

■ 林業における作業工程

伐倒作業 集材作業境界明確化 森林調査

現地立会が基本であ
り、調整に時間を要
する。

立木を手作業で計測
するため、多くの労
力を要する。

検収作業 選別・椪積み

検収は手作業で、生
産データは紙ベース
のアナログ管理。

繰り返しの積み卸し、
小ロット運材になりや
すくコスト高。

苗木の運搬、植え付
け作業は人力が基本

人力が基本で、夏季
の炎天下で作業

※ 林野庁業務資料
注 平成29年から令和元年の死亡災害104件に

ついて作業種ごとに分析

伐木
70

造材4
集材
11
その他
19
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• 過去３年間の死亡災害のうち
約７割がチェーンソーなどによ
る伐倒作業中に発生。

森林情報の把握 木材の生産・流通

•森林境界の明確化、立木本数・蓄積など
の資源量の把握。

境界明確化 森林調査

現地立会が基本であ
り、調整に時間を要
する。

立木を手作業で計測
するため、多くの労
力を要する。

※ 国立研究開発法人森林研究・整備機構

（件）

機械化は進んでいるが、チェーンソー伐倒、荷掛
け作業は、人による作業が残る。

（千円/㎥）

市場経費に原木市場から
木材加工工場までの運賃

山土場から原木市場まで
の運賃

伐木造材・集材（山土場
まで）のコスト

市場市場価逆算による
推定値



林業への新技術の活用に向けた芽吹き
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• 人口減少社会を迎える中、あらゆる産業分野で人手不足が懸念されており、先端技術の活用による生産性向上の取組が進展。

• 森林・林業分野でも、レーザ計測等を活用した資源情報の把握、伐採や集材の自動化など新技術を活用した多様な取組が各地で展開され
つつあり、「林業イノベーション」に対して大きな期待。

• このような中、新技術の現場への導入を加速化するため「林業イノベーション現場実装推進プログラム」を策定。

■ 林業イノベーションに対する期待

• 成長の良いエリートツリー等の活用

により、収穫期間の短縮を図るととも

に下刈り回数の低減など造林コスト

の低減に期待。

従来品種に
比べ２倍の
初期成長

従来品種 エリートツリー

• 航空レーザによる４点/㎡計測や空中

写真で、材積と立木本数、樹種、単木

ごとの樹高など詳細な資源量を把握。

• 調査に係る手間の大幅削減に期待。

樹冠層

地表面

樹高

• ＡＩが集材木を認識して自動で荷掛

け・搬送・荷下ろしできる架線式グ

ラップルを開発中。

• 集材作業の生産性と安全性の向上

に期待。

航空
レーザ

• レーザ計測データや情報端末を活用

した木材検収ソフト等による生産管

理システムの標準化に取組中。

• 伐採計画、進捗管理、在庫管理など

の生産管理の効率化に期待。

自動集材機

高度な資源情報

伐採計画等
の作成

検収
システム

森林クラウド

物流
管理

生産管理システム

■ 林業イノベーション現場実装推進プログラム

• 新技術の現場への導入を加速化するため、「林業イノベーション現場実装推進プ
ログラム」を策定し、令和元年12月、政府の「農林水産業・地域の活力創造本部」
にて了承。

〇 林業イノベーション現場実装推進プログラムの概要

レーザ計測等による資源情報把握 林業機械の自動化

ＩＣＴ活用による生産管理エリートツリー等の活用

空中写真レーザ解析

• 我が国の林業を変える新技
術として、スマート林業等に
よる伐採・造林、木質新素
材の開発による林業の将来
像を示す。

① 林業の将来像
② 新技術の展開方向
(各技術のロードマップ)

③ 技術実装の推進方策

• 技術毎に、その開発等の現
状や課題を整理するととも
に、普及に向けた今後の見
通しを示す。

• 林業新技術を林業現場に実
装するために推進すべき施
策や取組を示す。

• 新技術の導入による省力化、
効率化等の効果を提示

• 新技術を5分類17項目に整理
• 開発、実証、普及の2025年ま
でのタイムライン、その現状と
課題について整理

• 林業新技術について「知る」
「試す」「導入する」「実践環
境を整備する」「発展させる」
に区分して方策を整理

〇林業経営者
林業現場に最も適した
新技術を選択し導入

〇技術開発者(企業、研究機関)
新技術やサービス等の普及に
向けた開発

〇関係機関(行政、団体)
新技術の開発、実証、普及
に必要な施策の立案・実行

期待される効果

※ 「林業イノベーション現場実装推進プログラム（令和元年12月）」より抜粋



林業における各作業工程の課題と方向性
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• 新技術の活用に向けては、森林情報の把握、木材の生産・流通、森林資源の造成の各段階において課題が存在。

• 今後は、レーザ計測等による資源情報の高度化とクラウドによる共有を図るとともに、作業の省力化・軽労化のための技術開発や林業機
械の自動化を進め、ＩＣＴを利用した生産・物流管理の効率化を図るなど、一体となって「林業イノベーション」を推進。

• ドローンによる苗木運搬

• 地拵え・下刈り用造林用機械の開発

• 成長の良いエリートツリー等の活用

• 人力による苗木運搬や植え付け、夏季炎天下

での人力による下刈り作業

• 50～60年に及ぶ投資（造林）から回収（木材生

産）までの期間

労働強度の高い作業と長い投資期間森
林
資
源
の
造
成

省力化・軽労化のための技術開発

• 伐倒・搬出用機械の遠隔操作・自動化の開発

• レーザ計測データを利用した効率的な伐採計

画の策定や進捗管理

危険な伐倒作業と経験に頼った生産管理
木
材
の
生
産

課 題 方 向 性

• 人手と時間を要する森林調査

• 現地立会が基本で調整に労力を要する森林

境界調査

• 調査者の経験に左右される精度

労力を要する森林調査と精度の低い資源情報森
林
情
報
の
把
握

境界・資源情報の高度化・共有

ＩＣＴを利用した物流コントロール進まない流通の合理化
木
材
の
流
通

• 情報端末を活用した木材検収ソフト等による生産

データのデジタル管理、タイムリーな情報共有

• 適正な在庫管理と効率的な仕分け・トラック配送

• レーザ計測等による単木レベルの詳細な資源

情報の取得

• レーザ計測や空中写真等を活用した境界確認

• 森林クラウドによる情報の共有

• チェーンソーによる伐倒や重い丸太をワイ

ヤーで括る危険な人力作業

• 人の経験に頼った生産管理

生産性・安全性向上のための技術開発

ＩＣＴを利用した生産管理

• 手作業による検収、情報共有に時間のかかる

生産データの紙ベース管理

• 山土場での選別等、繰り返しの積み卸しやト

ラックの見込み配車によるコスト高

方向性



資源段階における取組の方向性

• 林地台帳や森林簿等の森林情報を市町村や林業経営体等の関係者間で効率的に共有するため、都道府県への森林クラウドの導入を促進。

• 加えて、地形等の把握が可能な精度のレーザ計測（照射密度１点/㎡）は進みつつある中、森林蓄積等の資源情報を把握するためには、
より高精度のレーザ計測（照射密度４点/㎡）等によるデータの取得・解析が必要。

• それら把握した情報を森林クラウドに集積することで、市町村や林業経営体等による高度な利用が可能に。

■ 森林情報の取得・解析

■ 森林クラウドの導入と情報の集積による高度利用

レーザ照射密度レベル 取得割合

照射密度１点以上/㎡（地形情報や境界の把握） ６０％

照射密度４点以上/㎡（樹高・蓄積量など詳細な資源情報の把握） ３３％

事例：森林クラウドによる森林関連情報の見える化の取組

• 岡山県では、林業経営体がクラウド上

の施業履歴データを活用し、間伐箇所

等を把握して、施業集約化を推進。

• クラウドデータの一部をタブレット端末で

参照可能にしたことで、現場での現況と

森林簿等の資源情報の確認が容易に。

• 市町村が、クラウドに伐採届出情報を入

力することで、衛星画像等による伐採跡

地の確認や情報の見える化が可能に。

県・市町村

森林簿
林地台帳

等

レイヤ（背景図）
森林基本図、空中写真、衛星写真等

林業経営体

森林経営計画
施業履歴
伐採届 等

森林クラウド
・情報を一元化
・リアルタイム共有

国において、法令に基づく申請等のオンライン
化（共通申請サービス）も可能とする予定

衛星画像で確認
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〇 民有林面積におけるレーザ照射密度別のデータ取得割合

〇 レーザ計測

森 林 ク ラ ウ ド

・森林計画図
・路網情報
・森林境界図

・林地台帳情報
・伐採届出情報
・施業履歴

基礎的な森林情報（整備済）

レーザ計測による
森林資源データ

GPS等で境界を
デジタル管理

ドローン

地上レーザ

レーザ計測

16県で
導入

※ 林野庁業務資料
伐採届出情報を入力

伐採届出情報

➢ 可視画像から色調の違い等

を判読し、林相把握が可能

➢ レーザ計測データとの組合

せにより、その精度が向上

〇 空中写真・衛星画像

・林業経営体
・市町村共

有

・
利
用

• 市町村や林業経営体等における森林情報の共有を効率的に行うため、既存の
森林GISを活用して、都道府県ごとに標準仕様に基づく森林クラウドを導入。

• 新たに取得したレーザ計測データ等の高精度の情報を、森林クラウドに集積し、
市町村や林業経営体による高度な利用を促進。

➢ 短期間で広域の情報を取得可能

➢ 治山や路網整備の計画作成、境界確認等に活用

できる地形データの把握が可能

➢ 高精度の計測により単木単位の資源解析が可能

• 球磨中央地区林業活性化協議会では、

航空レーザ計測データや空中写真等か

ら得られた地形・資源情報を森林クラウ

ドに集積し、関係者間で共有。

• くま中央森林組合では、森林クラウド

データをタブレット端末により、現場で確

認し、境界確認・現地踏査等に活用。

• 効率的に施業集約化を行い、森林経営

計画を作成。

事例：航空レーザ計測や空中写真の活用によるICT林業の取組

現地踏査等への活用

航空レーザ等による地形・資源情報の取得

施業集約化に活用

※球磨中央地区林業活性化協議会は、熊本県、鹿児島大学、人吉球磨地域の市町村、くま中央森林
組合、素材生産業者、製材工場等により構成。



生産・流通段階における取組の方向性

• 生産段階における生産性や安全性の向上のためには、引き続き、伐倒・集材・搬出など各作業工程の機械化を図りつつ、カメラ画像やＡ
Ｉ等を駆使した機械の遠隔操作や自動化を進め、人員配置の効率化や無人化を目指すことが重要。

• 流通段階も含めた効率化を図るためは、伐採計画～造材～配送等の各作業工程におけるＩＣＴの効果的な活用が重要であり、森林クラウ
ドに集積された高度な森林情報を利用して、林業経営体がＩＣＴを活用した生産管理システムを導入することが効果的。

• 登米町森林組合では、FSC認証に取り組む

「登米市森林管理協議会」に参画し、地域の

認証材流通を一元的に管理。

• 素材の生産管理から流通までの過程のト

レーサビリティを確保するため、新たに「統

合システム」を構築。

• タブレット端末から納品情報を入力して管

理することで、事務処理コストの低減を実現。

事例：ICTを活用したサプライチェーンの構築
森林整備と素材生産
登米市内森林組合

合板工場
製材所等
認証事業体

流通事務局
登米町森林組合

価格決定
需給調整

生産
計画

統合システム

森林簿、施業情報、流通
情報を入力し一元管理
⇒トレーサビリティ情報
を自動作成

配送
依頼

伝票

登米町森林管理協議会の流通の一元管理

代
金
決
裁

精
算
書

流通手数料

精
算
書

代
金
決
裁

継続的
売買契約
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自動集材機

自動走行フォワーダ

• 松本システムエンジニアリング㈱では、急傾斜地等に
進入できる走破性を有し、遠隔操作できる小型の作業
車を開発。

• 作業者は、安全な場所から、車両に搭載されたカメラ
映像をもとに、伐倒・集材・搬出作業をリモコン操作す
ることが可能。

• 車両の動きにシンクロしてワイヤー操作を制御する補
助ウィンチを装備することで、傾斜40度の林内でも安
定走行することが可能。

遠隔操作による伐倒作業

傾斜地での林内走行

事例：リモコン式伐倒作業車の開発

■ 林業経営体におけるＩＣＴを活用した生産管理システムの導入促進■ 機械の遠隔操作・自動化による生産性・安全性の向上

〇 架線集材－架線式グラップルによる荷掛け・搬送・荷下ろしの自動化―

〇 搬出－自動走行フォワーダによる走行・荷下ろしの自動化－

・集材機運転手
・荷掛け手

・なし

・フォワーダ
運材手

・なし

・荷掛け作業は人力

従来のフォワーダ

・カメラで認識、荷掛け作業を自動化

自
動
化

２人 ０人

１人 ０人

自
動
化

・誘導電線で自動走行、自動荷下ろし・運材手による搬出、荷下ろし

集材作業員

搬出作業員

集材作業員

搬出作業員

• ＩＣＴによる生産管理で、生産計画の策定から人員・機械等の手配、木材生産の進
捗管理、物流の効率化、事業の精算までを効率的に運営。

• 各工程の機械化を図るとともに、カメラやＡＩ等を駆使した機械の遠隔操作や自
動化を進めることで、生産性や安全性の向上に寄与。

➢ タイムリーな情報共有により、伐採から配送までの生産の効率化を実現

➢ 在庫の適正管理と効率的なトラック配送による経営の効率化を実現

〇 ＩＣＴ生産管理システム導入のメリット

川中

伐採計画等の作成

スマホ検収システム

現場管理情報
経費情報

ICTを利用した
生産管理システム

森林クラウド

高度な森林情報
にアクセス

〇 ＩＣＴ生産管理システムイメージ

出材情報

需給情報

配送
計画

荷掛け手

とよままち

とめし



造林段階における取組の方向性
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• 造林作業の多くは人力で行われており重労働。造林作業の省力化・軽労化を進めるためには、一貫作業・低密度植栽・下刈り回数低減と
いった一連の作業の見直しやエリートツリー等の導入に加え、これらに対応する造林用機械の開発・普及を進めていくことが重要。

• 林業経営体による造林の補助金交付申請や都道府県による事業実施後の検査業務は現地測量・確認等が基本。精度の確保を図りつつ、効
率化や省力化を進めるためには、ドローン等によるリモートセンシング技術の活用が効果的。

■ 森林整備事業の申請・検査におけるリモートセンシング技術の導入

事例：ドローンを活用した検査と造林作業の効率化に向けた研修

• ㈱筑水キャニコムは、アタッチメントを交換すること
により、１台で地拵え、下刈り、苗木運搬等の作業
ができる造林用機械を開発 。

• 造林用機械を使用することで、下刈り作業の効率が、
従来の人力による作業に比べて約３倍向上。

• 森林整備事業における申請・検査業務の効率化
を図るため、大分県は、植栽などの確認に、ド
ローンを活用した検査を試行。

• こうした取組を契機に、林業経営体におけるド
ローンの活用が拡がるよう、林野庁では、林業経
営体や地方自治体職員向けの研修を支援。

• 将来的には、林業経営体がドローンを活用し、日
常的な管理・点検業務を効率的に実施することを
期待。

オルソ画像を用いて検査
下刈り作業

申請者（林業経営体）、検査者（都道府県）ともに、

➢ コンパス等での測量や現地確認を要する検査項目が存在し、

多くの時間と労力が必要

➢ 検査精度の確保には、検査者の熟練が必要

〇 森林整備事業の補助金申請・検査業務における課題

〇 ドローン等によるリモートセンシング技術導入のメリット

人力で行っていた苗木運搬にドローンを活用。

傾斜地での重量物の運搬作業から解放されるこ

とにより、労働災害リスクや作業員の労働強度

を低減。

〇 エリートツリー等による植栽本数・下刈り回数の低減

樹高成長が大きいエリートツリー等を活用し、
• ha当たり1,500本植え
• 下刈り回数２回
• 30年伐期
など新しい林業を実施できる可能性。

事例：造林用機械による省力化・軽労化

■ 造林作業の省力化・効率化

〇 苗木のドローン運搬による植栽作業の省力化

従来品種 エリートツリー

現地確認等

撮影画像で確認

【間伐事業の検査】

事例：低コスト・高生産を実現する挿し木苗生産技術

• 用土を用いず、ネット等に挿した状態で発根させるこ

とで、発根状況の確認を容易にし、発根後の移植で

得苗率を大幅に向上。
挿し穂の発根の様子

(緑：伐採木、黄：残存木)

→ ドローンやリモートセンシング技術は、申請・検査業務の省力化に効果
申請・検査業務のみならず、様々な施業への活用に期待

研修で操縦を体験

➢ 申請者は申請時の現地測量が、検査者は現地確認が省略可能

となり、申請・検査業務が効率化

➢ 技術的な熟度に左右されない検査精度の確保が可能

➢ データが蓄積されることで、長期的な資源管理への活用が可能



林業イノベーションによる作業オペレーションの将来像
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森 林 ク ラ ウ ド

ICTやAI等による作業の自動化・無人化

自動選木・自動伐採・自動荷掛・自動集材・自動品質区分・自動積込
現地状況の把握・分析・判断・指示をワンオペで

遠隔操作により
自動で選木・伐採

得られたデータを活用し、運
材を効率化

クラウドに資源情報等を集
積、生産管理システムに活用

森林現況・林地台帳・衛星画
像・計測情報・育林情報・収穫
予想・市況・需要予測等

現地情報をビッグデータとして集
積し“伐って、使って、植える”

作業に活用

AI制御の電動ロージンググラップルにより
路網インフラ低位な奥地でも効率集材

GPS等により自動
走行・自動荷下し

販 売運 搬伐 採境界情報の把握 集 材

直送

状況に応じて
機械力を活用

ドローンによる
苗木運搬

人力が基本である
下刈りを機械化

ICT活用で遠隔で
捕獲状況を把握

リモートセンシング技術による
間伐優先度の把握や間伐適期の判断

地 拵 え 調 査獣害防止植 栽 つる切 ・ 除 伐 ・ 間 伐 等下 刈

エリートツリー等
の活用

ICT等の導入により徹底した自動化を追求することで、生産効率の劇的な向上と労働災害の根絶を実現

生 産 管 理 シ ス テ ム

デジタル森林情報の整備・活用

様々なデータを
集積・分析・活用

森林GIS・クラウド

人員・機械配置
現場進捗管理 ・基礎的な森林情報

・森林境界データ
・レーザ計測データ
・運材業者、納材先

・生産量予測
・工程・進捗管理
・日報管理
・事業別損益計算
・売上・経費情報管理

〇森林情報・業務情報 〇各種機能

運材計画

生産管理システム
通信による
安全管理

)))

資源情報の把握

航空レーザー計測やドローン
による資源情報の把握

レーザー計測・デジタル管理に
よる境界の明確化

生産計画の作成

出材情報

取得した森林情報を高度に
利用するために、森林クラウ

ドへ情報を集積

センシング技術の
飛躍的な向上

詳細な資源情報の把握

生産管理システム

苗木生産

用土を用いず発根させる
挿し木苗生産技術

捕獲

都道府県等 林業経営体

無人ヘリ等
による集材

日常的な管理・点検業務にドローンを活用

樹冠疎密度分布図



• ㈱森林環境リアライズは、死亡災害件数が多い伐

倒作業における労働災害を防止するため、ＶＲ（仮

想現実）で伐倒作業時の災害を、疑似体験する「林

業労働災害ＶＲ体験シミュレーター」を開発。平成29

年５月からレンタルを開始。

• 専用ソフト、ＶＲ用ゴーグル、チェーンソーコントロー

ラ等を使用することで、自身で伐倒し、災害を疑似

体験できるため、実習さながらの伐倒練習が可能。
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【事例】 ＩＣＴを利用した間伐対象地での半自動選木

技術の実証

• 精密林業計測㈱は、産学官連携により現場ニーズ

の解決等に貢献することを目的に誕生した信州大学

認定のベンチャー企業。

• 特に、ドローンやレーザ計測などのＩＣＴを活用して得

た様々な情報を駆使することで、効率的な森林管理

を可能にする技術を、林業の現場に普及させること

を目指している。

• 最近では、北信州森林組合において、ドローンを活

用した間伐の半自動選木技術の実証と精度検証を

行っており、その結果を長野県内の林業経営体に普

及展開中。

ドローンを活用した間伐の半自動選木

精密林業
計測㈱

信州大学

素材生産
現場

産学官連携ドローンレーザによる
精密計測

新たなサービス産業の芽吹き

【事例】 ドローンを利用した資源計測システムをリース 【事例】 技術力向上と労働災害防止のための研修用

装置のレンタル・販売

• ㈱ジツタは、森林資源調査の省力化を目的に、ド

ローンを利用した樹高や立木本数、材積等の森林

資源を把握する計測システムを開発。撮影用ドロー

ン、解析用ＰＣ、専用ソフトのリースを開始。

• ドローン計測により、従来の人力による毎木調査よ

り調査効率が大幅にアップ。

• また、有人機による航空レーザ計測よりも費用が安

く、解析時間も短いため、省力化・効率化を目指す

林業経営体を中心に利用が進みつつある。

専用ソフトウェアによる解析画面

撮影用ドローン 解析用ＰＣ

）））））

シミュレーション画像屋内研修会での利用例

• フォレストリー・セーフティー・リサーチLLPは、労働災害

防止と生産性向上を目的に、精度の高い伐倒技術

を身につけるための伐倒練習機を平成29年に開発。

• ６段階で傾斜が設定できるデッキと任意の傾きで伐

倒木を固定できる丸太固定装置により、様々な伐採

条件下での反復練習が可能であり、林業大学校等

での導入が進められている。

伐倒練習機を使用した伐倒練習の様子

※地形に沿った飛行計画を
作成するサービスも利用可能


